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1 ．はじめに
　競争環境の変化，労働市場の成熟化，そし
てそれに対応する人事制度の変更を背景に，
欧米では 1990 年代以降，日本では 2000 年以
降，心理的契約の研究が盛んにおこなわれて
きた（Rousseau, 1989 ; 1995 ; 2011 ; Conway 
and Briner, 2005 ; 2009 ; Morishima, 1996；服
部，2011；林，2012 ）。なかでもとりわけ研
究者の注目を集めてきたのが，組織側による心
理的契約の不履行（以下，「契約の不履行」と
表記）が従業員の行動・態度に対して与える影
響に関する研究であった。上記のような人事制
度の変更を背景に，組織による契約の不履行が
発生しており（Conway and Briner, 2002；服
部，2011 ），それが実践的にも学術的にも重要
な課題として認識されてきたことがうかがえ
る（服部，2013 ）。すでに膨大な量の研究が報
告され，契約の不履行が，従業員の行動・態度
を説明する極めて強力な要因であることが確認
されている（Conway and Brine, 2005 ; 2009 ; 
Rousseau, 2011；服部，2013 ）。
【概　要】
　本研究の目的は、心理的契約の不履行が従業員の態度と行動に与える影響を再検討することにあ
る。心理的契約の不履行が従業員に望ましくない結果をもたらすことは既存研究で提示されている
が、その効果が得られる経緯については一貫した結果が得られているわけではない。日本企業に勤め
る 533 名の従業員を対象としたサーベイを用いた分析の結果、心理的契約全般の不履行は従業員に
ネガティブな効果を及ぼすが、具体的にどのような心理的契約が履行されていなかったかによっては
従業員の態度および行動への効果が異なることが示された。日本企業特有の心理的契約とその不履行
による多様な結果についてさらなる議論が必要である。
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　ただ，これまでの契約の不履行研究は，具体
的な契約内容ごとの不履行（e.g.「長期雇用保
障」の不履行，「ワークライフバランス提供」
の不履行）ではなく，組織による全般的な契約
不履行（e.g.「私の会社は，概して従業員との
約束を守っていない」）に焦点を合わせてきた
ため，どのような契約がどのような行動・態度
に影響を与えるか，という契約の具体的な内容
に関する知見を示しているわけではない。した
がってそこから得られる示唆は，せいぜい？
「組織はできるかぎり契約を不履行しないほう
がいい」というものにとどまってしまうのであ
る。
　本研究では，組織による心理的契約の不履行
とそれがもたらす従業員の態度・行動との関係
性について，経験的な検討を通じて改めて考え
てみたい。具体的には，既存研究が一貫して報
告してきた，「組織による契約不履行は，従業
員のネガティブな態度・行動をもたらす」とい
う結果が，具体的な契約内容いかんに関わりな
くみられる頑健な発見事実なのか，それとも具
体的な契約内容ごとにみれば，不履行の影響は
より多様なものになるのか，ということを実証
的に検討する。
2 ．先行研究のレビュー
2.1 　心理的契約研究の展開
　心理的契約の萌芽的な研究であるArgyris
（ 1960 ）1 ）から 50 年以上が過ぎた 2013 年現
在，心理的契約は 1 つの研究領域として確立
し，日米欧を問わず多くの研究が蓄積される一
大研究領域となっている（Conway and Briner, 
2009 ; Rousseau, 2011；服部，2011；2013 ）。
とりわけRousseau（ 1989 ）によって，「当該
個人と他者との間の互恵的な交換について合
意された項目や条件に関する個人の信念」（p. 
123 ）と定義されてからは 2 ），この定義に基づ
き，多くの実証研究が行われてきた（服部，
2013 ）。
　実証研究は大きく分けて，心理的契約の内
容（i.e. 組織と個人の間にどのような相互期待
が成立しているか）に注目する研究と，心理的
契約の不履行（組織と個人の間の相互期待は，
しっかりと履行されているかどうか）に注目
する研究とに分類される（Conway and Briner, 
2009；服部，2013 ）。Rousseau（ 1989 ）以
降の研究の網羅的なレビューを行った服部
（ 2013 ）によれば，既存研究のおよそ 80 ％が
内容指向および評価指向の研究によって占めら
れている。これは，心理的契約の研究者が，従
業員の行動・態度を，①知覚された契約内容の
違いによる影響，および②相手の契約不履行に
対する反応として説明しようとしてきたことを
意味する（Conway and Briner, 2009 ）。
2.2 　評価指向研究の深化
　なかでもとりわけ多くの研究が蓄積され，か
つ一貫した研究結果が報告されてきたのが，
評価指向の研究である（Conway and Briner, 
2005；服部，2013 ）3 ）。これは組織側による
心理的契約の不履行に対する従業員の反応に
注目する研究群であるが，ここでいう契約の
不履行とは，組織側が従業員の期待に反して
契約を果たし損ねたという従業員の知覚であ
る（Morrison and Robinson, 1997 ）。組織側に
よる契約の不履行がかなり頻繁に発生している
ということを背景に（Robinson and Rousseau, 
1994 ; Turnley and Feldman, 1998 ; Conway 
and Briner, 2002；服部，2011；2013 ），組織
側による契約の不履行が，従業員の組織コミッ
トメントや離職意図といった成果変数に対して
与える影響を統計的に検証するというのが，評
価指向の典型的な研究である。
　実際に用いられている成果変数は様々だが，
そこで一貫して報告されている結果は，組織に
よる契約の不履行が，従業員のネガティブな反
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応を引き起こすというものである。たとえば
Robinson（ 1996 ）は，心理的契約の不履行の
知覚と，従業員の組織に対する信頼との関係を
検討している。アメリカ中東部の大学のビジネ
ススクールに所属する従業員を対象とした質問
票調査の結果，組織による契約の不履行が，従
業員の業績，組織市民行動，組織に留まる意図
に対してマイナスの影響を与えていることがわ
かった。Turnley and Feldman（ 1998 ）におい
ても，同様の結果が報告されている。Turnley
とFeldmanによれば，複数の組織を対象に実施
した調査協力者の 25 ％が，組織による何らか
の契約不履行を経験していた。そしてこうした
不履行によって，従業員の退出行動や発言行動
が喚起され，組織への忠誠が低下することがわ
かった。Raja, Johns and Ntalianis（ 2004 ）も
また，パキスタンの民間銀行，整合企業を対象
とした調査によって，組織による契約の不履行
が従業員の離職意図を高め，職務満足と組織コ
ミットメントを低下させることを明らかにして
いる。
　こうした結果は，メタ分析によっても支持さ
れている。Zhao, Wayne, Glibkowski and Bravo
（ 2007 ）は，組織による心理的契約の不履行
とその成果の関係を扱った 51 の研究に関する
メタ分析を行った結果，組織による契約不履行
は，従業員の「職務満足」「組織コミットメント」
「組織市民行動」「業績」とマイナスの，そして
「離職意図」および「実際の離職」とはプラス
の関係にあることを報告している。このように
先行研究では，組織側が契約を不履行すること
が，従業員の職務満足，組織への信頼，組織コ
ミットメントなどの低下，そして離職意図の増
加につながることが一貫して報告されているの
である。
　 2000 年以降は，組織による契約不履行とそ
の成果との関係を調整するモデレータを導入し
たより複雑なモデルによる研究が増加している
（服部，2013 ）。契約の不履行が従業員の行動
・態度に対してネガティブな影響を与えるとい
う一貫した研究成果を前提に，契約の不履行の
影響が増大/軽減される条件とはどのようなも
のか，ということに注目が集まっているのであ
る。
2.3 　契約の不履行と成果の関係のロジック
　多くの研究者が指摘しているように，これま
での心理的契約研究者の努力の大半が，組織
による契約不履行とその成果の関係の解明に
向けられてきたといえる（Conway and Briner, 
2005 ; Rousseau, 2011；服部，2011；2013 ）。
　では，研究者たちはこのような契約の不履行
の影響に対して，どのような理論的な説明を与
えてきたのだろうか。実は，この点に関する既
存の研究者の見解は，かなりバラバラである。
たとえばZhao et al.（ 2007 ）は，望ましい状
態との乖離によって生起するネガティブな感情
によってこれを説明している。Zhaoらによれ
ば，契約不履行は，本来履行されるべき契約が
実際には履行されない状態であり，従業員にと
っては，怒りや恐れといった感情（affection）
をともなう極めてネガティブなものとして経験
される。そして，このような感情に支配され
た個人は，仕事において接したり，注目したり
する情報，また組織から発せられる種々の情報
を，ネガティブな観点から解釈するようになる
ため，組織の悪い面ばかりが目につくようにな
る。その結果，組織に対する従業員の行動・態
度が徐々にネガティブなものとなっていくとい
う。つまり，契約の不履行は，個人にとって望
ましい状態と現実とが乖離する出来事として
経験され，それが負の感情の生起を介して，ネ
ガティブな態度や行動を導く，という説明であ
る。Robinson and Rousseau（ 1994 ）は，同様
のメカニズムを信頼の低下によって説明してい
る。つまり，契約の不履行は従業員の組織に対
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する信頼を低下させ，そうした不信が彼（女）
らの組織に対する行動・態度をネガティブな
ものにするというのである。これに対して，
Turnley, Bolino, Lester and Bloodgood（ 2003 ）
は，交換関係におけるインバランスの解消に注
目する。組織による契約の不履行は，従業員に
とって，組織との交換関係におけるインバラン
スとして知覚される（自分はちゃんと貢献して
いるのに，組織はそれに報いていない）。した
がって，そうしたインバランスを解消し，交換
関係におけるバランスをとりもどすために，自
己の行動・態度をネガティブなものへと変更す
る，というロジックである。
　それぞれ個別にみれば，いずれもそれなりに
納得がいくのだが，これらのうちどれが契約不
履行の効果を説明するロジックなのかというこ
とに関して，研究者の見解は一致していない
（Conway and Briner, 2009 ）。つまり，一方で
契約不履行の効果に関する一貫した経験的な結
果が提示されながら，他方で，そうした効果に
関する十分な理論的説明を欠いたままになって
いたのが，これまでの評価指向研究であったわ
けである（Conway and Briner, 2009 ）4 ）。
2.4 　契約不履行の再検討：個別的評価と全般
的評価のパラドクス
　「組織による契約不履行は，従業員のネガテ
ィブな態度・行動をもたらす」というのが，評
価指向研究がたどり着いた 1 つの結論なわけで
あるが，はたして契約の不履行と従業員の行動
・態度の関係は，本当にそれほどシンプルなも
のなのだろうか。ある組織において，「長期雇
用保障」という契約の不履行が発生した状況を
考えてみよう。従業員は，当該組織における周
囲の従業員が解雇されたり，自分自身が解雇さ
れる可能性が高い状況におかれたりしたとき，
組織側による契約の不履行を知覚するだろう。
評価指向研究の研究者がいう，ネガティブな感
情（Zhao et al., 2007 ），信頼の低下（Robinson 
and Rousseau, 1994 ），インバランスの解消
（Turnley et al., 2003 ）のいずれのロジックを
採用するにせよ，これらから導出される仮説
は，「長期雇用に関わる契約不履行は，従業員
の組織コミットメントや仕事業績を低下させ，
離職意図を高める」というものになるだろう。
だが，従業員の反応は本当のそれだけだろう
か。周囲の従業員の解雇を観察した場合，多く
の従業員にとって合理的な行動は，自分は同じ
目に合わないように，一層努力をして，組織に
対する貢献度を上げたり，組織に対して強い愛
着をもっていることを示したりすることではな
いだろうか。少なくとも論理的には，長期雇用
保障の不履行が，組織コミットメントや仕事業
績を高める可能性も十分にありうるのではない
だろうか。にもかかわらず，なぜ「不履行がネ
ガティブな行動・態度をもたらす」という経験
的な事実が一貫して示されてきたのだろうか。
　こうしたパラドクス解く鍵は，契約不履行の
評価には，①「長期雇用の提供」「ワークライ
フバランスの提供」といった具体的な契約内容
レベルでの評価と，②具体的な内容を考慮しな
い，全般的な評価のレベル（e.g.　「私の会社
は，概して従業員との約束を守っていない」）
での評価とがある，という点にあるのではない
だろうか。通常，従業員は，「長期雇用保障」「ワ
ークライフバランス」といった具体的な契約項
目レベルで，組織による契約の不履行を評価す
るだろう。たとえば，「長期雇用保障」につい
てはしっかりと守られているが，社員の「ワー
クライフバランス」への配慮が欠如している，
という具合である。その際，従業員は，「長期
雇用保障」といった具体的な契約の不履行につ
いて，その意味を解釈し，自分なりの意味付
けをすることで，反応の仕方を決定するだろ
う（Rousseau, 1995 ）。したがって，具体的な
契約内容によって，契約の不履行の効果が異な
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る可能性が十分にある。他方で，従業員は，そ
うした個別の契約に対する評価とは別に，「私
の会社は，概して従業員との約束を守っていな
い」という具合に，組織に対する全般的な評価
をも知覚する（Conway and Briner, 2005 ）。特
に，「長期雇用保障」「ワークラフバランス」と
いった複数の契約において組織側が不履行を行
っている場合には，そうした個別の契約への不
満だけでなく，組織の履行全般に対する漠然と
した不満が生起すると考えられる。直観的にも
分かるように，そのように組織の契約不履行に
対する全般的な不満を感じた場合，従業員は，
ほぼ例外なく，組織に対してネガティブな行動
・態度を示すことだろう 5 ）。
　このように従業員が組織側の契約不履行に対
して行う評価には，具体的な契約内容レベル
のものと，全般的なレベルのものとがあるの
だが，既存の契約不履行研究は，主として後
者に注目してきた（Conway and Briner, 2005 ; 
2009 ; Zhao et al., 2007 ）。契約不履行の定番
尺度であるRobinson and Morrison（ 2000 ）を
はじめ，既存の契約不履行研究で使用されるほ
とんどの尺度が，「長期雇用保障」「ワークラフ
バランス」といった具体的な契約項目ではな
く，全般的な評価を行った尺度を使用してき
た 6 ）。つまり「不履行がネガティブな行動・態
度をもたらす」という既存研究の一貫した結果
は，実は，契約不履行の測定を全般的なレベル
で行うという調査デザインによるものである可
能性がある。「会社による全般的な契約不履行」
というかたちで集約されたことによって，本来
具体的な契約内容ごとに異なっているはずの不
履行効果が，相殺された可能性があるのである
（図 1 ）。
　そこで本研究では，組織による心理的契約の
不履行とそれがもたらす従業員の態度・行動と
の関係性について，経験的な検討を通じて改め
て考えてみたい。具体的には，これまでの契約
不履行研究が報告してきた，「組織による契約
不履行は，従業員のネガティブな態度・行動を
もたらす」という結果が，⑴具体的な契約内容
を考慮しない，合成された尺度を用いられた場
合にのみ見られるものなのか，それとも⑵契約
内容の違いにかかわりなく，一貫して見られる
頑健な結果であるのか，ということを検討す
る。そのために本研究では，これまでの研究で
用いられてきた「情緒的コミットメント」「従
業員による契約の履行」「仕事業績」「離職意図」
全般的な評価
長期雇用保障
不履行の評価
ワークライフバランス
提供不履行の評価
不履行の成果
＋
－
－
個別の契約不履行の評価の影響
全般的な契約不履行の評価の影響
図 1　全般的な評価と個別評価
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という 4 つの成果変数について，⑴合成され
た契約不履行変数によって説明する回帰モデル
と，⑵具体的な契約内容ごとの契約不履行変数
によって説明するモデルとを比較する，という
アプローチを採用する。
　分析モデルに関するより詳細な説明は，3.3
において改めて行うとして，ここでは本研究の
仮説を示しておこう。
　まず，既存研究そして上記の議論でも示した
ように，個別の契約についてではなく全般的に
「組織は契約を不履行している」と知覚された
時，それは従業員の情緒的コミットメント，従
業員による契約の履行，仕事業績に対しては負
の，離職意図については正の影響を与えるだろ
う。
仮説 1：
（具体的な契約内容を考慮しない，合成さ
れた尺度によって測定された）全般的な契
約の不履行の知覚は，①情緒的コミットメ
ント，②従業員による契約の履行，③仕事
業績に対しては負の，④離職意図に対して
は正の影響を与える。
　これに対して，「長期雇用保障」「ワークライ
フバランス提供」といった具体的な契約レベル
で見たとき，そうした契約の不履行が種々の成
果に対して与える影響は，契約の内容によって
異なると予想される。
仮説 2：
（具体的な契約内容についての尺度によっ
て測定された）具体的な契約内容について
の契約の不履行の知覚が，①情緒的コミッ
トメント，②従業員による契約の履行，③
仕事業績，および④離職意図に対して与え
る影響は，契約内容ごとに異なったものに
なる。
3 ．調査方法
3.1 　調査概要
　本論文では，上記の仮説を，ネットリサーチ
会社インテージ社のデータベースに登録された
885 名の日本人従業員を対象としたオンライン
サーベイによって収集したデータの分析によっ
て検証する。調査の具体的な手順は，以下のと
おりである。まず 2012 年 7 月 19 日から 23 日
にかけて，インテージ社が同社のデータベース
からランダムに選ばれた 885 名の日本人従業
員に対して，本研究の依頼とリンク先の情報
（URL）を送信した。回答者は任意かつ匿名の
かたちでオンライン上での回答を行い，オンラ
イン上でデータが収集された。オンラインサー
ベイが紙媒体のサーベイと変わらないデータの
質を担保することが，すでに実証研究によって
示されており（Church, 2001 ），すでに多くの
心理的契約研究においてこの方法が採用されは
じめている（Kiewitz et al., 2009 ）。
　回答者のプロフィールを確認しておこう。
全サンプル 885 名のうち，サーベイに回答し
た回答者は 533 名（回答率 60.2 ％）であり，
そのうち女性が 132 名（ 24.8 ％）であった。
回答者の平均年齢は 43.45 歳，平均勤続年数は
13.34 年であった。回答者の学歴は，大学卒が
265 名（ 49.7 ％）と最も多く，ついで中学校
卒及び高等学校卒 174 名（ 32.6 ％），大学院卒
27 名（ 5.1 ％），その他（専門学校，高等専門
学校卒など）が 67 名（ 12.6 ％）であった。回
答者が所属する業種のうち最も多いのが，製造
業の 130 名（ 24.4 ％）であり，以下，サービ
ス業 68 名（ 12.8 ％），建築業 60 名（ 11.3 ％），
医療福祉業 42 名（ 7.9 ％），情報通信業 40 名
（ 7.5 ％），金融業 27 名（ 5.1 ％），インフラ（電
力・ガス等）15 名（ 2.8 ％）とつづく。所属
先企業の規模については，5000 人以上が 69 名
（ 12.9 ％），1000 人以上 4999 人以下が 96 名
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（ 18 ％），100 人以上 999 人以下が 123 名（ 23
％），2 人以上 99 以下が 238 名（ 44.65 ％）で
あった。所属企業での職位は，担当者レベルが
262 名（ 49.2 ％）と最も多く，つづいて係長
クラスの 72 名（ 13.5 ％）および課長クラスの
72 名（ 13.5 ％），以下，部長クラス 35 名（ 6.6
％），取締役クラス 49 名（ 9.2 ％）とつづく。
以上より，回答者のプロフィールに関する限
り，概ね偏りのないサンプリングができたとい
えるだろう。
3.2 　測定尺度
心理的契約の不履行（全般）　心理的契約の不
履行の測定は，2 種類の尺度を用いて行った。
1 つは，組織による契約の不履行を，個別の契
約項目レベルではなく，全般として測定するも
のである。本研究では，欧米における契約不履
行の測定において最も頻繁に用いられている，
Robinson and Morrison（ 2000 ）の尺度を用い
た。これは「私は自分の義務を果たしているに
もかかわらず，私の会社は約束した事項の多く
を守っていない」「私は，自分が貢献した見返
りとして，会社と約束したもののすべてをまだ
受け取ってはいない」「私の会社は，採用時に
私に対しておこなった約束をこれまでのところ
しっかりと守っていると思う（逆転）」といっ
た項目から構成されている。尺度の信頼性を表
す信頼性係数αは 0.787 であった。
心理的契約の不履行（個別）　心理的契約の不
履行の測定に用いられたもう 1 つの尺度は，個
別の契約項目ごとに不履行を測定するものであ
り，本研究では服部（ 2008；2011 ）によって
開発された日本語版心理的契約尺度を用いた。
組織の義務 27 項目について，組織側の契約の
履行度を，1（全く守っていない）から 5（大い
に守っている）という 5 点リカートスケールで
測定し，それらの逆転スコアを算出した。こう
した求められた各契約項目を用いて探索的因子
分析（主因子法・プロマックス回転）を行い，
服部（ 2008 ）で報告されている「支援的な関
係」「長期雇用保障」「魅力的仕事の提供」「ワー
クライフバランス提供」という 4 つの潜在因子
が抽出されることを確認したうえで，それぞれ
に負荷した項目ごとの平均値を計算した。「支
援的な関係」は，「業務遂行上適切な地位を与
える」「適切な仕事の支援が行われている」と
いった項目から構成され，尺度の信頼性を表す
係数αの値は 0.912 であった。「長期雇用保障」
は「年功に基づく昇進が実施されている」「終
身雇用である」「勤続年数の応じた賃金である」
といった項目から構成され，信頼性係数αの値
は 0.914 であった。「魅力的仕事の提供」を構
成する項目は，「興味深い仕事をさせる」「適切
な難易度の仕事をさせる」「社会的に意義のあ
る仕事をさせる」といったものであり，信頼性
係数αの値は 0.90 であった。最後に「ワーク
ライフバランス提供」は「勤務時間が柔軟であ
る」「就業呪医感が遵守されている」「サービス
残業が禁止されている」といった項目から構成
され，信頼性係数αの値は 0.81 であった。以
下の分析では，こうして求められた平均スコア
を，それぞれの契約の不履行変数として使用す
る。
従業員の契約履行度　契約不履行の成果とし
て，従業員の契約履行度を測定した。契約内容
の違いによる不履行効果のバリエーションをさ
ぐる，という本研究の目的により，会社側の履
行については 1 つ 1 つの具体的な契約項につ
いての測定を行ったのだが，従属変数である従
業員の履行に関しては，総じて従業員が自分自
身の義務をどの程度果たしているのか，という
全般的な履行状況の測定を行った。使用したの
はRousseau（ 2000 ）の契約不履行尺度であり，
これは「私は会社との約束内容を十分に果た
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したと思う」「私は会社の一員として任される
仕事をちゃんとするために常に頑張っている」
「私は会社の期待に応えるだけのことを十分に
してきた」といった項目からなり，それぞれに
ついて，1（全くそうでない）から 5（全くその
通り）の 5 点リカーとスケールで測定した。尺
度の信頼性を表す係数αの値は 0.844 であった。
離職意図　不履行の成果として測定された 2
つの変数は，離職意図である。離職意図は，「機
会があれば転職してみたい」「今までに一度は，
この会社を辞めることを考えたことがある」と
いうオリジナルの 2 項目で測定され，それぞれ
について，1（全くそうでない）から 5（全くそ
の通り）の 5 点リカーとスケールで測定した。
尺度の信頼性を表す係数αの値は 0.777 であっ
た。
情緒的コミットメント　不履行の成果として測
定された 3 つの変数は，情緒的コミットメント
である。これは鈴木（ 2002 ）の尺度を用い，
「私はこの会社の社員であることを誇りに思う」
「私はこの会社に愛着を持っている」「この会社
を象徴する理念は，私にとって重要なものであ
る」といった項目からなり，それぞれについて，
1（全くそうでない）から 5（全くその通り）の
5 点リカーとスケールで測定した。信頼性係数
αは 0.732 であった。
主観的仕事業績　不履行の成果として測定され
た最後の変数は，社員の仕事業績である。客観
的な業績評価のために，本来であれば，直属の
上司に対して当該従業員の業績に関する測定を
求めるべきであるが，調査会社を通じたウェ
ブサーベイという調査アプローチの限界ゆえ
に，本研究ではこれを従業員本人による主観的
な評価によって測定した。使用された尺度は，
Williams and Anderson（ 1991 ）の業績測定尺
度である。具体的な項目は，「職務記述書に記
載されている責任をしっかり果たした」「自分
に期待されただけの仕事成果を上げた」「（目標
管理などによって）公式に要求された分の成果
は上げた」「割り当てられた仕事を適切にこな
した」といった項目からなり，それぞれについ
て，1（全くそうでない）から 5（全くその通り）
の 5 点リカーとスケールで測定した。信頼性係
数αは 0.836 であった。
3 ．3分析モデル
　以下では，以下の 2 つのモデルを用いて仮
説の検証を行う。それぞれのモデルについて説
明しておこう。1 つ目のモデルは，「従業員の
契約履行度」「離職意図」「情緒的コミットメン
ト」「主観的仕事業績」の 4 つを従属変数（y），
組織による全般的な契約の不履行を説明変数と
したモデルである。「説明変数のα 1 からα 13
までは，このモデルのコントロール変数であ
る。2 つ目のモデルは，「従業員の契約履行度」
「離職意図」「情緒的コミットメント」「主観的仕
事業績」の 4 つを従属変数（y），「支援的な関
係」「長期雇用保障」「魅力的仕事の提供」「ワー
クライフバランス提供」といった個別の項目ご
との不履行を説明変数としたものである。ここ
でも，説明変数のα 1 からα 13 のコントロー
ル変数が投入される。
モデル 1：
y＝ α1 女性ダミー＋α2 既婚者ダミー＋α3 年
齢＋α4 課長ダミー＋α5 部長ダミー＋α6
大卒以上ダミー＋α7 〜 13 各業種ダミー＋
α14 契約不履行全般＋u
モデル 2：
y＝ α1 女性ダミー＋α2 既婚者ダミー＋α3 年
齢＋α4 課長ダミー＋α5 部長ダミー＋α6
大卒以上ダミー＋α7 〜 13 各業種ダミー＋
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α14 支援的な関係不履行全般＋α15 長期雇
用保障不履行＋α16 魅力的仕事の提供不履
行＋α17WLB提供不履行＋u
　いうまでもなく，以下の分析の主眼は，モデ
ル 1 のα14 の契約不履行全般変数とモデル 2 の
α14 からα17 までの個別の契約内容ごとの不履
行変数の偏回帰係数の符号である。もし，モデ
ル 1 のα14 の契約不履行全般変数と，モデル 2
のα14 からα17 の個別の契約不履行が，いずれ
も，「従業員の契約履行度」「情緒的コミットメ
ント」「主観的仕事業績」に対しては負の，「離
職意図」に対しては正の有意な影響を与えてい
るとすれば，個別の契約内容の違いを超えて，
契約不履行の影響は従業員の態度・行動を悪化
させる，という既存研究の説明が正しいこと
になる。この場合，仮説 1 は支持され，仮説 2
が支持されないことになる。ところが，モデル
1 のα14 の契約不履行全般変数については上記
のような影響関係がみられるが，モデル 2 のα
14 からα17 の個別の契約不履行については，契
約内容ごとに偏回帰係数の符号がことなるとす
れば，既存研究の説明は成り立たないことにな
る。これは仮説 1 仮説 2 がともに支持された
ことを意味する。
4 ．分析結果
　測定変数の記述統計および相関係数を示した
ものが表 1 である。次に，仮説 1 および仮説 2
の検証にうつろう。
　仮説 1 は，「具体的な契約内容を考慮しない，
全般的な契約の不履行の知覚は，①情緒的コミ
ットメント，②従業員による契約の履行，③仕
事業績に対しては負の，④離職意図に対しては
正の影響を与える」というものであった。表 2
は，この仮説を検証するためのモデル 1 の推定
結果である。表を見れば，組織による契約の全
般的不履行（α14 ）は，従業員の契約履行度（β
＝−.101 ，p＜.05 ），情緒的コミットメント（β
＝−.562 ，p＜.001 ），仕事業績（β＝−.102 ，
p＜.05 ）に対しては負の，離職意図（β＝.561 ，
p＜.001 ）に対しては正の有意な影響を与えて
いることがわかる。これは既存研究と一致する
結果であり，したがって仮説 1 は支持されたと
いえる。
　仮説 2 は，「具体的な契約内容についての契
約の不履行の知覚は，①組織への情緒的コミッ
トメント，②従業員による契約の履行，③仕事
業績，および④離職意図に対して与える影響
は，契約内容ごとに異なったものになる」とい
平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9
1 年齢 43.45 9.74 1
2 支援的な関係不履行 2.94 1.16 -0.03 1
3 長期雇用保障不履行 3.26 1.20 0.00 0.62 *** 1
4 魅力的仕事の提供不履行 3.12 1.23 -0.05 0.74 *** -0.60 *** 1
5 ワークライフバランス提供不履行 3.01 1.15 -0.03 0.61 *** 0.57 *** 0.56 *** 1
6 従業員履行全般 3.50 0.65 0.11 ** -0.04 0.03 0.01 -0.07 1
7 離職意図 3.25 0.92 -0.13 ** 0.05 0.12 ** 0.07 * -0.03 0.02 1
8 情緒的コミットメント 2.99 0.80 0.14 ** -0.18 *** -0.16 *** -0.20 *** -0.08 * 0.21 *** -0.64 *** 1
9 主観的仕事業績 3.51 0.59 0.10 ** -0.19 *** 0.00 　 -0.08 * -0.10 ** 0.53 *** 0.07 * 0.09 ** 1
10 会社不履行全般 -0.00 0.04 0.04 0.01 0.04 -0.12 ** 0.40 ** -0.47 *** 0.00
注 1：*p＜.10 ，**p＜.05 ，***p＜.01
注 2：ダミー変数は除外
注 3： 回帰分析においては，多重共線性を回避するために標準化した係数を用いているが，ここでは測定された変数をそのまま用
いている。
表 1　測定変数の記述統計と相関係数
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うものであった。この仮説は，支援的な関係，
長期雇用保障，魅力的仕事の提供，ワークライ
フバランス提供といった個別の項目ごとの不履
行を説明変数としたモデル 2 によって検証さ
れる 7 ）。モデル 2 の推定結果を表したのが表 3
である。これによれば，支援的な関係の不履行
従業員履行度 離職意図 情緒的コミットメント 仕事業績
α0 定数項 3.233 *** 2.054 *** 3.883 *** 2.875 ***
α1 女性ダミー .128 * .011 .148 * .157 **
α2 既婚ダミー .093 -.230 ** .214 ** .010
α3 年齢 .009 ** -.008 * .009 ** .007 **
α4 課長ダミー -.157 * -.087 .023 -.044
α5 部長ダミー .009 .022 .231 * .171
α6 大卒ダミー -.038 -.004 .088 .083
α7 製造業ダミー -.028 .109 -.070 .051
α8 サービス業ダミー .040 -.160 .107 .097
α9 情報通信業ダミー .043 .094 .002 .105
α10 建築業ダミー .063 -.180 .149 .171 *
α11 インフラ業ダミー -.283 .013 .004 .021
α12 金融業ダミー -.024 -.123 .270 * -.070
α13 医療福祉ダミー .074 .126 -.127 -.004
α14 契約不履行全般 -.101 ** .561 *** -.562 *** -.102 **
R2 　乗 .052 .210 .281 .039
調整済み　R2 　乗 .027 .189 .261 .013
F値 2.038 *** 9.851 *** 14.429 *** 1.516 **
注：*p＜.10 ，**p＜.05 ，***p＜.01
表 2　モデル 1：組織による全般的な契約の不履行の成果
従業員履行度 離職意図 情緒的コミットメント 主観的仕事業績
α0 定数項 .858 ** .749 ** -1.182 *** -.985 **
α1 女性ダミー -.225 ** -.089 .320 *** .294 **
α2 既婚ダミー -.174 * -.341 *** .370 *** .001
α3 年齢 -.013 *** -.009 * .011 ** .013 **
α4 課長ダミー .229 * -.020 -.096 -.110
α5 部長ダミー -.001 .047 .209 .205
α6 大卒ダミー .087 -.047 .110 .083
α7 製造業ダミー .105 .022 -.045 -.029
α8 サービス業ダミー .003 -.122 .019 .102
α9 情報通信業ダミー .009 .014 .003 .044
α10 建築業ダミー -.082 -.206 .182 .265 ***
α11 インフラ業ダミー .575 ** .066 -.174 -.058
α12 金融業ダミー .095 .018 .083 -.170
α13 医療福祉ダミー -.073 .132 -.209 -.022
α14 支援的な関係不履行 .115 -.030 -.088 -.347 ***
α15 長期雇用保障不履行 .125 ** .157 ** -.048 .186 **
α16 魅力的な仕事の提供不履行 -.062 .069 -.147 ** .080
α17 ワークライフバランス提供不履行 .116 ** -.146 ** .096 * -.038
R2 　乗 .052 .210 .281 .039
調整済み　R2 　乗 .027 .189 .261 .013
F値 2.038 *** 9.851 *** 14.429 *** 1.516 **
注：*p＜.10 ，**p＜.05 ，***p＜.01
表 3　モデル 2：組織による個別の契約項目ごとの不履行の成果
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は，仕事業績に対してのみ負の有意な影響を与
えており（β＝−.347 ，p＜.001 ），他の変数
には有意な影響を持っていない。これに対して
長期雇用保障の不履行は，従業員の契約履行度
（β＝.125 ，p＜.05 ），離職意図（β＝.157 ，p
＜.05 ），そして仕事業績（β＝.186 ，p＜.05 ）
に対しては正の有意な影響を与えており，情緒
的コミットメントに対してのみ有意な影響を与
えていない。魅力的な仕事の提供の不履行は，
情緒的コミットメントに対してのみ，負の有意
な影響を持っている（β＝−.147 ，p＜.05 ）。
最後にワークライフバランス提供の不履行は，
従業員の履行に対しては正の（β＝.116 ，p
＜.05 ），離職意図に対しては負の（β＝−.146 ，
p＜.05 ）有意な影響を持つものの，情緒的コ
ミットメントには 10 ％水準での有意性（β
＝.096 ，p＜.10 ）しか持たず，仕事業績に対
しては有意な影響を持たなかった。このよう
に，契約の不履行を 1 つ 1 つの個別の項目ご
とに見た場合，それらが成果変数に対して与え
る符号およびその影響力は，実にさまざまであ
ることが示された。これは仮説 2 を支持するも
のである。
5 ．考察と結論
　本研究の目的は，組織による心理的契約の不
履行とそれがもたらす従業員の態度・行動との
関係性について経験的に再検討することであっ
た。具体的には，既存研究が一貫して報告して
きた，「契約不履行が従業員のネガティブな態
度・行動をもたらす」という結果が，具体的な
契約内容いかんに関わりなくみられる頑健な発
見事実なのか，それとも，契約内容ごとにみれ
ば，不履行の影響はより多様なものになるの
か，ということを実証的に検討することを目指
した。
　少なくとも本研究の発見事実からいえば，契
約内容を考慮しない全般的な不履行の知覚は，
従業員の行動・態度に対してネガティブな影響
を与える。具体的には，組織側が全般的に契約
を不履行していると知覚されることは，従業員
自身の契約履行水準，情緒的コミットメント，
仕事業績を低下させ，組織からの離職意図を高
める。既存研究によって一貫して報告されてき
た事実が，改めて確認されたことになる。
　ところが，具体的な契約内容ごとに不履行の
影響をみてみると，いくつかの興味深い事実が
浮かび上がる。
　まず第 1 に，全ての契約の不履行が全ての
成果変数に有意な影響を与えるわけではないと
いうことである。たとえば支援的な関係の不履
行は，仕事業績に対しては負の影響を持つもの
の，その他の変数に対しては有意な影響を持た
ない。同様に，魅力的な仕事の提供の不履行
は，情緒的コミットメントに対しては負の影響
を持つものの，その他の変数に対しては有意
な影響を与えない。従業員の業務遂行に対する
組織的な支援に関わるのが「支援的な関係」で
あるから，こうした契約の不履行は，仕事業績
に対しては直接的な影響を持つものの，組織へ
のコミットメントや組織からの離職意図のよう
に，仕事そのものに直接かかわらない要因に対
しては，影響を与えないのかもしれない。「魅
力的な仕事の提供」が情緒的コミットメントに
対してのみ影響を与えているのも興味深い。本
人にとって魅力的でない仕事をやらされること
は，従業員の不満を生み出し，それが組織への
コミットメントを低下させる一方で，そうした
不満が自らの義務の不履行や仕事努力の減少へ
と転嫁されることはないのである。従業員は，
「魅力的な仕事の提供」に関する期待を持ちつ
つも，それがすべての人に対して等しく与えら
れるわけではないことを理解し，自己調整を行
っているのかもしれない（服部，2011 ）。
　第 2 に，同じ契約の不履行であっても，成果
変数の種類によって，影響の方向が異なるとい
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うことである。たとえば，長期雇用保障の不履
行は，離職意図を高めるという意味では従業員
の態度に対してネガティブな影響を与えるが，
同時に従業員自身の履行度や仕事業績を引き上
げる，というポジティブな効果も持つ。これは
契約指向研究の研究者がいう，ネガティブな感
情（Zhao et al., 2007 ），信頼の低下（Robinson 
and Rousseau, 1994 ），インバランスの解消
（Turnley et al., 2003 ）のいずれのロジックに
よっても説明できない結果である。周囲の従業
員が解雇されたり，自分自身が解雇される可能
性が高い状況におかれたりした従業員にとって
合理的な行動は，自分は同じ目に合わないよう
に，一層努力をして，組織に対する貢献度を上
げたり，組織に対して強いコミットメントを示
すことなのだろうか。もしそうだとすれば，こ
れは長期雇用保障という契約不履行に特有の影
響であることになる。ワークライフバランス提
供の不履行が，従業員の契約履行に対しては正
の，そして離職意図に対しては負の影響を与え
るという結果は，直観的な理解とは正反対なだ
けに解釈が難しい。まず前者（ワークライフバ
ランス提供の不履行が従業員の契約履行に対し
て正の影響を与える）に関して，従業員が，こ
の契約の不履行を受容することそのものを，自
らの貢献であり，契約の履行行為と捉えている
可能性を指摘できるだろう。今日のようにワー
クライフバランスの重要性が指摘され，多くの
企業でそれが実際に検討されている状況下にあ
って，組織による契約の不履行は，組織が伝統
的な働き方を要求しているものとして従業員の
目に映るだろう。したがって従業員が，こうし
た契約の不履行を甘んじて受け容れること自体
を，従業員としての義務を果たしたこととして
認識したとしても不思議ではない。後者（ワー
クライフバランス提供の不履行が離職意図に対
して負の影響を与える）についても，同様のロ
ジックで解釈が可能だろう。こうした契約の不
履行を，組織が長期雇用とハードワークを前提
とした伝統的な働き方を要求しているものとし
て捉えられたために，従業員は離職意図を低下
させ，コミットメントを（やや）増加させるこ
とで，それに反応したのかもしれない。いずれ
にせよ，こうした結果もまた，既存のロジック
では説明できない，この契約に特有の影響関係
だと思われる。
　第 3 に，従業員自身の契約不履行が，組織側
の不履行からネガティブな影響を受けないとい
うことも重要である。ネガティブな感情，信頼
の低下，インバランスの解消のいずれのロジッ
クも，従業員が組織による契約の不履行をネガ
ティブな出来事として受け止め，組織に対する
一種の報復として，自己の行動・態度をネガテ
ィブなものへと変えていくことが想定されてい
る。ところが，本研究で検討した 4 つの契約
はいずれも，従業員自身の契約不履行にはつな
がっておらず（つまり，負の有意な影響を与え
てはおらず），長期雇用保障やワークライフバ
ランス提供においては，むしろ正の影響を与え
ている。これは，組織側の契約の不履行と従業
員側の不履行との間には，社会的交換理論がい
う「与えられたら自分も与え，やられたらやり
返す」という互恵的・応報的な交換関係（Blau, 
1964 ; Axelrod, 1984 ）とは異なった関係があ
ることを示唆するのではないだろうか。
　このように，心理的契約の不履行とその成果
との間には，「契約不履行が従業員のネガティ
ブな態度・行動をもたらす」という以上の複雑
な関係がある，というのが本研究の発見事実で
あり，基本的な結論である。
　本研究の限界を上げておきたい。まず第 1
に，仕事業績の測定の仕方の問題があげられ
る。本来であれば，直属の上司等に対して当該
従業員の業績に関する測定を求めるべきである
が，本研究ではこれを従業員本人による主観的
な評価によって測定した。こうした測定された
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のは，客観的な仕事業績というよりは，当該個
人による主観的な仕事業績の評価である。した
がって，たとえば，「長期雇用保障の不履行が
仕事業績に対して正の影響を与える」という本
研究の発見事実に対して，「長期雇用保障の不
履行を知覚した従業員は，自らの認知的不協和
を軽減するために，『自分は高い業績評価を上
げている』と思い込むようになる」というよう
な解釈をすることも可能である。第 2 の限界
は，本研究が，既存研究で検討されてきた全て
の成果変数を取り上げているわけではないこと
である，今後は，成果変数のバリエーションを
増やしたうえで，同様の研究を行う必要がある
だろう。第 3 の，より重要な限界は，本研究は，
心理的契約の不履行とその成果との間には「契
約不履行が従業員のネガティブな態度・行動を
もたらす」ということを示したにすぎず，各契
約項目の不履行が，なぜそのような影響をあた
えたのか，ということについての理論的な説明
がまだできていないことである。
　本論文の終わりに，上記のようなこうした限
界を克服しつつ，契約の不履行とその成果の関
係に関するより豊かな知見をもたらすであろ
う，2 つの有望な方向性を示しておきたい。
　 1 つ 目 は，従 業 員 の 自 己 調 整（ s e l f -
regulation）に注目することである。本研究は，
契約不履行が必ずしもすべて，従業員のネガテ
ィブな行動・態度につながるとは限らないこと
を示したが，こうした結果は，契約の不履行と
その成果との間に，従業員自身による自己調整
が介在している可能性を示している（Bandura, 
1989 ; Zimmerman and Shunk, 2001 ）。長期雇
用保障の不履行は，なぜ従業員の離職意図を高
め，履行や仕事業績を高めるのか。反対に，ワ
ークライフバランス提供の不履行は，なぜ離職
意図を低め，コミットメントを高めるのか。自
己調整の概念は，こうした点に関する有望な説
明ロジックを提供するように思われる。
　 2 つ目は，1 つ 1 つの具体的な契約内容にお
ける不履行の，相対的なインパクトを特定する
ことである。本研究の結果によれば，「長期雇
用保障」「ワークライフバランス」については，
既存研究と異なった結果が得られたが，「魅力
的仕事の提供」「支援的な関係」については（す
べての変数に対して有意な影響を与えているわ
けではないが），既存研究が示すような履行成
果が確認された。全般的な契約履行の評価に，
こうした一部の個別な契約の履行への評価が影
響を与えている可能性を示しているのではない
だろうか。つまり「私の会社は，概して従業員
との約束を守っていない」というような契約履
行の全般的な行われる際，従業員が「魅力的仕
事の提供」「支援的な関係」といった契約を強
く想起し，評価を行っている可能性があるので
ある。このような，各契約の不履行の相対的な
インパクトについて検討することが，今後求め
られるだろう。
　 3 つ目は，「長期雇用保障」「ワークライフバ
ランス」といった，領域特殊的な契約への注目
である。心理的契約が，組織と個人の間の様々
な相互期待を含んでおり，しかもそうした期待
の内容それぞれに履行成果に対する影響が異な
るとすれば，契約不履行とその成果の関係に関
する一貫してロジックを提示すること難しいの
かもしれない。だとすれば，研究者が取り組む
べきなのは，1 つには，これまでのように長期
雇用からワークライフバランスまで，幅広い契
約内容をすべて取り込んだジェネラルな心理的
契約尺度を用いて，各契約内容の間の関係を探
求することであろう。もう 1 つは，そうしたジ
ェネラルな契約の探求だけでなく，雇用保障，
ワークライフバランス，仕事内容といった領域
特殊的な契約に注目することなのではないだろ
うか。たとえば林（ 2012 ）は，（仕事と生活
との）両立支援の領域に特化した心理的契約項
目（「元の職場への復帰」「育児休業前のキャリ
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ア相談」「女性の管理職への登用」など）を明
らかにしているが，このように領域を限定し
た，詳細な項目設定に基づく調査が今後ますま
す求められるのかもしれない。8 ）
注
1 ）ただ，心理的契約概念の「出どころ」に
関しては，若干複雑な事情がある。こうした
点も含めて，心理的契約研究のスタートアッ
プ期に関する詳細なレビューに関しては，
Roehling（ 1997 ）を参照されたい。
2 ）Rousseau（ 1989 ）による定義の後に研究
蓄積が多くなった理由はいくつか考えられる
が，もっとも重要な理由は，Rousseauが心
理的契約を従業員側の知覚現象として定義し
たことにあると考えられる。この点に関する
詳細な議論については，服部（ 2013 ）を参
照されたい。
3 ）服部（ 2013 ）によれば，Rousseau（ 1989 ）
以降に行われた主要な実証研究のうち，内容
指向研究が 38 ％であるのに対して，評価指
向研究は 44 ％である。
4 ）服部（ 2013 ）は，こうした一貫した研究
結果こそが，多くの心理的契約研究者の関心
が評価指向へと集まった理由であるとしてい
る。契約の不履行が，契約内容以上に，従業
員の行動や態度を説明するからこそ，多くの
研究者によって研究が蓄積的に展開されるこ
とが可能になった，ということである。
5 ）人間関係の問題に置き換えるとわかりや
すいかもしれない。前者の具体的な契約項目
レベルの評価とは，「自分のことだけを愛す
る」とか「お互いの秘密を守る」といった具
体的な約束に対して相手が遵守しているかど
うか，という評価に関わっている。これに対
して，後者の全般評価というのは，「（具体的
な内容はともかく）あいつは約束を破ってい
る」と知覚することに他ならない。具体的な
契約の場合，たとえば「お互いに自分のこと
だけを愛する」という約束が破られた場合
と，「お互いの秘密を守る」という約束が破
られたときとでは，相手の反応が異なる可能
性がある。たとえば，前者の場合であれば，
相手への信頼が低下しつつも，コミットメン
トが一層強まることもありうる。ところが後
者の場合には，ほぼ間違いなく，相手に対す
る信頼とコミットメントは低下するだろう。
一方，全般評価，たとえば「あいつは約束を
破っている」という評価が下された場合に
は，例外なく，相手に対する信頼やコミット
メントが低下していくことだろう。
6 ）Robinson and Morrison（ 2000 ）では，
「私は自分の義務を果たしているにもかかわ
らず，私の会社は約束した事項の多くを守っ
ていない」「私は，自分が貢献した見返りと
して，会社と約束したもののすべてをまだ受
け取ってはいない」といった項目について，
1 ．全く違う〜 5 ．全くその通りという 5 点
リカートスケールによる測定が行われ，実際
の分析研究においては，それらの平均値をと
った「契約の不履行変数」が使用されている
（Restubog et al., 2006 ）。数少ない例外の 1
つが，具体的な契約内容ごとに不履行を評価
させるTurnley and Feldman（ 1998 ）の尺度
である。ただし彼らも，最終的にはすべての
項目の不履行を平均値化して 1 つの「契約不
履行変数」として使用している。
7 ）4 つの契約不履行変数間に相関関係がみら
れるため，モデル 2 においては，これらの変
数を標準化することで多重共線性を回避して
いる。
8 ）本稿は、文部科学省科学研究助成金若手研
究B（課題番号：25780231 ）を受けて行っ
た研究成果の一部である。
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